
１ 平成26年度財務書類(普通会計)の解説

 (１) 総論

　・　公会計の整備については，平成１８年に国が示した「地方公共団体における行政改革の更なる推進の

　　ための指針」において，原則，国の作成基準に準拠し，４つの財務書類（貸借対照表，行政コスト計算

　　書，純資産変動計算書，資金収支計算書）の作成及び開示が地方公共団体に求められたところです。

　・　財務書類の作成方式については，総務省から２つの方式（総務省方式改訂モデル，基準モデル）が示

　　されており，地方公共団体はこれらのモデルを活用して，財務書類の整備を進めることとされています。

　・　当市では，昨年に引き続き｢総務省方式改訂モデル｣を用いて，貸借対照表(バランスシート)や行政コ

　　スト計算書などの財務書類４表を作成いたしました。

 (２) 財務書類４表の解説

　・　財務書類４表のそれぞれが表す内容は，以下のようになっています。

　市が保有している財産（資産）と，その資産をどのような財源（負債・純資産）

で賄ってきたかを総括的に対照表示した一覧表

　資産形成に結びつかない行政サービス(人件費や社会保障給付など)に係る経費と，

その行政サービスの直接の対価として得られた財源(使用料など)を対比させた表

　年度当初と年度末の市の資金(歳計現金)の増減を,経常的な収支,公共資産整備に

係る収支,地方債償還等に係る収支の３つに分けて表示する表

　・　また，財務書類４表の構成及び関係は，以下のようになっています。

･･･
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(３) 平成26年度財務書類４表(普通会計)の概要

　　財務書類４表(普通会計)について，それぞれの内容を簡潔に要約すると，以下のようになります。

　①貸借対照表 (単位：百万円)

１ 公共資産 １ 固定負債
 (1) 有形固定資産  (1) 地方債
 (2) 売却可能資産  (2) 退職手当引当金
２ 投資等  (3) その他
 (1) 投資及び出資金 ２ 流動負債
 (2) 貸付金  (1) 翌年度償還予定地方債

 (3) 基金等  (2) その他
３ 流動資産
 (1) 現金預金
 (2) 未収金

　・ 資産は，３,８２６億７,３００万円（市民１人当たり１４２万円）
 　　道路や教育施設などの有形固定資産が３,５８９億４，４００万円とその大部分を占めています。
  ・ 負債(将来世代負担)は，１,７０４億２，７００万円（負債・純資産合計に占める割合４４.５％）
 　　地方債が１,４８３億８,４００万円とその大部分を占めています。

　(参考) 将来，市民の税などで負担することとなる実質的な普通会計の負債は４５２億４,５００万円

　・ 純資産は，２,１２２億４,６００万円（負債・純資産合計に占める割合５５.５％）
 　　資産合計から負債合計を差し引いた，これまでの世代および国・道の負担を示しています。

　②行政コスト計算書 (単位：百万円)

経常行政コスト  ・ 経常行政コストは，１,０９６億５,９００万円
１ 人に係るコスト 　　社会保障給付などの｢移転支出的コスト｣が６４０億３００万円
 (1) 人件費 　　(５８.４％)と半分以上を占めています。
 (2) その他  ・ 経常収益は，４７億５００万円
２ 物に係るコスト 　　受益者負担比率は４.３％であり，コストの大部分は税などで
３ 移転支出コスト 　　賄われています。
４ その他のコスト 　　平均的な値は２～８％といわれており，函館市は平均的な水準

経常収益 　　にあるといえます。
１ 使用料・手数料
２ 分担金･負担金･寄附金

純経常行政コスト

　③純資産変動計算書 (単位：百万円)

期首純資産残高  ・ 純資産は，前年度に比べ３５億円増加
純経常行政コスト 　　純経常行政コストを税や交付税等の一
一般財源 　　般財源と補助金等受入で賄えたことを
補助金等受入 　　示しています。
臨時損益
科目振替
その他
期末純資産残高
※期末純資産残高－期首純資産残高＝3,523

　④資金収支計算書 (単位：百万円)

１ 経常的収支  ・ 資金の収支は１１億２,８００万円のプラス
２ 公共資産整備収支 　　市債の発行額や償還額などを除いた基礎的財政収支(プライ
３ 投資・財務的収支 　　マリーバランス)は，１８億４,６００万円のプラスとなっ
当年度歳計現金増減額 　　ています。
期首歳計現金残高 これは，平成２６年度で必要とされる政策的経費を，税収等
期末歳計現金残高 　　で賄えていることを示しています。
（注記：ﾌﾟﾗｲﾏﾘｰﾊﾞﾗﾝｽ）
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(４) 平成26年度財務書類４表(普通会計)の分析 ※（　）は平成25年度の数字です。

 ① 歳入額対資産比率

     歳入総額に対する資産の比率を算定することにより,「形成されたストックである資産は，何年分の

   歳入が充当されたか」を見ることができます。

 歳入額対資産比率 ＝ 資 産 合 計 ÷ (各部収入合計 ＋ 期首歳計現金残高) ＝ ２．７年

  (２.８)

 ② 資産老朽化比率

   　土地以外の有形固定資産について，有形固定資産合計に対する減価償却累計額の割合を算定すること

   により,「耐用年数に比して，資産取得からどの程度経過しているのか」を見ることができます。

 資産老朽化比率(％) ＝ 減価償却累計額 ÷ (有形固定資産合計 － 土地 ＋ 減価償却累計額) ＝ ４８.９％

 (４８.０)

 ③ 行政コスト対税収等比率

 　　純経常行政コストに対する一般財源等の比率を算定することにより，「純経常行政コストに対して，

   どれだけが当年度の負担で賄われているのか」を見ることができます。

 行政コスト対税収等比率(％) ＝ 純経常行政コスト ÷ (一般財源合計 ＋ 補助金等受入) ＝ ９６.７％

(９３.６)

 ④ 行政コスト対公共資産比率

 　　行政コストの公共資産に対する比率を算出することにより,「資産を活用するために，どれだけのコスト

 　がかけられているか，あるいは，どれだけの資産でどれだけの行政サービスを提供しているか」といった

 　資産の活用状況を見ることができます。

 行政コスト対公共資産比率(％) ＝ 経常行政コスト ÷ 公共資産合計 ＝ ３０.５％
　3,597億8,200万円 (３０.３)

 ⑤ 市債の償還可能年数

　　「経常的に確保できる資金により市債を返済する場合，何年で返済できるか」を表す指標であり，地方債

 　の多寡や債務償還能力を測る指標です。

 償還可能年数(年) ＝ (地方債＋翌年度償還予定地方債) ÷ 経常的収支額(赤字債,基金取崩を除く) ＝ ７.０年

  (６.４)

           貸借対照表

1,085億3,600万円 

行政コスト計算書　 純資産変動計算書

1,049億5,400万円

　1,096億5,900万円

資金収支計算書 　

貸借対照表

貸借対照表　

(212億1,800万円-退職手当債60億7,100万円)(1,483億8,400万円-臨財債426億8,700万円)  

1,056億9,700万円 151億4,700万円

 行政コスト計算書

1,391億9,700万円

貸借対照表 資金収支計算書

 2,582億6,700万円    5,285億6,300万円    

 3,826億7,300万円

３



２ 平成26年度財務書類(連結ベース)の解説

 (１) 総論

　　・　連結ベースの財務書類とは，普通会計のほか，市のその他の公営事業会計と，市と連携協力して行政

　　　サービスを提供している関係団体や，その他の関係法人を一つの行政サービス実施主体とみなして作成

　　　する財務書類です。

   ※一般会計,港湾会計,

　   奨学会計,母子父子寡婦会計

　　・　連結の範囲については，総務省方式改訂モデルの財務書類作成要領を基本として，以下のとおりとし

　　　ています。

【連結の範囲】

公営事業会計 水道，公共下水道，交通，病院，港湾(港湾整備・宅地造成)，地方卸売市場，発電，

国民健康保険，自転車競走，介護保険，後期高齢者医療

函館圏公立大学，函館湾流域下水道，市町村備荒資金，後期高齢者医療

地方公社 土地開発公社

第三セクター等 財団法人（４法人：南北海道学術振興財団，国際水産・海洋都市推進機構，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住宅都市施設公社，文化・スポーツ振興財団）

株式会社（２社：国際貿易センター，椴法華振興公社）

 (２) 平成26年度財務書類４表(連結ベース)の概要と分析

　　・　連結ベースの財務書類４表の内容を簡潔に要約すると，以下のようになります。

 　①貸借対照表 (単位：百万円)

１ 公共資産 １ 固定負債

 (1)有形・無形固定資産  (1)地方公共団体

 (2)売却可能資産  (2)関係団体

２ 投資等  (3)退職手当引当金

 (1)投資及び出資金  (4)その他

 (2)貸付金 ２ 流動負債

 (3)基金等  (1)翌年度償還予定額

 (4)その他  (2)その他

３ 流動資産

 (1)資金

 (2)その他

　・ 資産は，５,７９９億５，２００万円（普通会計の１.５１倍の規模）

 　　有形固定資産が５,３７４億３,５００万円とその大部分を占めています。

　・ 負債(将来世代負担)は，２,９３０億７,４００万円(負債・純資産合計に占める割合５０.５％)

 　　地方債・長期借入金が２,５８２億４,４００万円とその大部分を占めています。

  　※連結対象となっている公共下水道事業会計などに負債があるため，普通会計よりも連結ベースでの

 　　負債の割合が大きくなっていることを示しています。

　・ 純資産は，２,８６８億７,８００万円（負債・純資産合計に占める割合４９.５％）

　　　※公営企業会計（水道，公共下水道，交通，病院）において，平成２６年度からの会計基準の見直しにより，固定資産の減価償却制度の変　なお，公営企業会計（水道，公共下水道，交通，病院）において，平成２６年度からの会計基準の見

　　　更や退職手当引当金の計上があったことなどから，昨年度に比べ資産および純資産が減少し，負債が直しにより，固定資産の減価償却制度の変更や退職手当引当金の計上があったことなどから，昨年度に

　　　増加している。比べ資産および純資産が減少し，負債が増加している。

市　全　体

普通会計※ 公営事業会計
一部事務組合・広域連合

第三セクター等

資産の部 負債の部金　額

259,615

229,140

11,443

23,479

33,459

17,678

21,128

11,120

連　　　結

地方独立行政法人

地　方　公　社

540,282

864

金　額

293,074

541,146

286,878純資産合計10,008

10,513

6,158

838

22,946

金　額

1,222

2,669

資産合計［保有資産］

区　　分

一部事務組合・広域連合

会計・法人等

2,344

負債合計[将来世代負担]

純資産の部

579,952579,952 負債・純資産合計

４



　②行政コスト計算書 (単位：百万円)

 ・ 経常行政コストは，２,４８４億４,９００万円

１ 人に係るコスト 　　社会保障給付などの「移転支出的コスト」が１,４４２億

 (1)人件費 　　５,１００万円(５８.１％)と半分以上の割合を占めています。

 (2)その他  ・ 経常収益は，１,０４３億４,３００万円

２ 物に係るコスト 　　受益者負担比率は４２.０％であり，普通会計に比べ，料金

３ 移転支出コスト 　　収入等で賄われている部分が大きいことになります。

４ その他のコスト

１ 使用料・手数料

２ 分担金･負担金･寄附金

３ 事業収益等

　③純資産変動計算書 (単位：百万円)

期首純資産残高  ・ 純資産は，前年度に比べ４１５億８,３００万円減少

純経常行政コスト 　※公営企業会計（水道，公共下水道，交通，病院）にお

一般財源 　　いて，平成２６年度からの会計基準の見直しにより，

補助金等受入 　　固定資産の減価償却制度の変更および退職手当引当金

臨時損益 　　の計上などがあったことから，前年度に比べ４４９億

新会計基準移行 　　３,３００万円減少しています。

その他

期末純資産残高

　④資金収支計算書 (単位：百万円)

１ 経常的収支  ・ 資金の収支は２３億８,２００万円のプラス

２ 公共資産整備収支  ※翌年度繰上充用金等が１億６,１００万円プラスの

３ 投資・財務的収支    ため，実質的には２２億２,１００万円のプラスと

当年度資金増減額 　 なっています。

期首資金残高

期末資金残高

◎　連結ベースの財務書類４表は，市をはじめ，行政サービスを実施している財団法人や株式会社等

　も含めて１つの行政サービス実施主体であるとみなし，作成したものであり，連結対象の第三セク

　ター等の資産や債務等が，そのまま市に帰属するというものではありません。

144,106

金　額

△ 39

2,382

△ 23,128

△ 44,933

27,798

△ 2,288

74,440

区　　分

区　　分

経常収益

経常行政コスト

純経常行政コスト

3,548

39,504

144,251

19,364

61,291

翌年度繰上充用金増減額等 161

8,616

104,343

区　　分 金　額

286,878

328,461

△ 144,106

74,363

△ 70

△ 1,277

11,120

経費負担変更に伴う差額

248,449

29,403

27,583

純資産合計

1,820

55,431

５


